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岐阜県内における労働災害の推移（H15～Ｒ８）
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令和７年の死亡者数は６人で、統計を取り始めて以来、過去最少となりました。

休業４日以上の死傷者数は長期的に減少していましたが、平成28年以降増加傾向となり、近年は増

減を繰り返しています。
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死亡者数（内数） 死傷者数

第10次防期間
総計：12,751
（死亡：154）

第11次防期間
総計：10,472
（死亡：108）

第12次防期間
総計：9,917
（死亡：92）

第13次防期間
総計：10,777
（死亡：72）

第14次防
期間

前年同時期比

死亡災害：±０人

死傷災害：+56人（4.2％増）

労働者死傷病報告による（新型コロナウイルスによるものを除く）。Ｒ８は８月末現在の速報値。



岐阜県内における主な業種別労働災害発生状況
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死傷災害について、長期的には建設業及び林業は減少傾向、製造業

はほぼ横ばい、陸上貨物運送事業は増減を繰り返しています。
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労働者死傷病報告による（新型コロナウイルスによるものを除く）。Ｒ８は８月末現在の速報値。



岐阜県内における主な業種別労働災害発生状況

4

死傷災害について、小売業、社会福祉施設ともに増加傾向にあり、災害全体に占める割

合も増加してます。

小売業

社会福祉施設
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労働者死傷病報告による（新型コロナウイルスによるものを除く）。Ｒ８は８月末現在の速報値。
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岐阜県内における事故の型別労働災害発生状況
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事故の型別では、転倒、

墜落・転落、はさまれ・巻

き込まれ、動作の反動・無

理な動作（腰痛等）の順で

多くなっています。

労働者死傷病報告による（新型コロナウイルスによるものを除く）。Ｒ８は８月末現在の速報値。
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岐阜県内における年齢別労働災害発生状況
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令和７年の死傷災害全体

に占める50歳以上の割合は

58.8％であり、50歳以上の

労働者が占める割合は増加

傾向にあります。

労働者死傷病報告による（新型コロナウイルスによるものを除く）。Ｒ８は８月末現在の速報値。
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高年齢者の労働災害防止について
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労働安全衛生法の改正により、令和８年４月１日から、高年齢者の特性に配慮した作業環境

の改善、作業管理などの必要な措置を講ずることが事業者の努力義務となりました。また、同

法に基づき「高年齢者の労働災害防止のための指針」（エイジフレンドリー指針）が示されま

した。

① 経営トップによる方針表明及び体制整備

② 高年齢者の労働災害防止のためのリスクアセスメン

トの実施

指針の概要（事業者が講ずべき措置）

１ 安全衛生管理体制の確立等 ２ 職場環境の改善

リスクアセスメントの結果に基づき、身体機能の低下を補

う設備・装置の導入と高年齢者の特性を考慮した作業管理を

検討する。

高年齢労働者の
安全と健康確保
のためのチェッ
クリスト

高年齢労働者の
安全衛生対策

について



高年齢者の労働災害防止について
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指針の概要（事業者が講ずべき措置）

３ 高年齢者の健康や体力の状況の把握

① 高年齢者に対する教育

② 管理監督者等に対する教育

法令で定める健康診断を確実に実施し、高年齢者を対象

とした体力チェックを継続的に実施する。

４ 高年齢者の健康や体力の状況に応じた対応

個々の高年齢者の健康や体力の状況を踏まえ、必要に

応じて就業上の措置を講じる。

５ 安全衛生教育

一定の要件を満たす中小企業事業者を対

象に、高年齢労働者の労働災害防止のため

の設備改善や専門家による指導などの費用

を補助します。補助金の申請受付期間は令

和８年10月31日まで（専門家を活用したリ

スクアセスメントの実施申請は９月30日ま

で）です。

令和８年度エイジフレンドリー補助金のご案内



精神障害の労災支給決定の推移（全国）
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令和７年の精神障害の労災支給決定件数は1,082件であり、令和元年以降、７年連続で過去最多を更新してい

ます。
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メンタルヘルス対策の実施状況
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出典：労働安全衛生調査（実態調査）

メンタルヘルス対策に取り組んでいる事業場の割合／事業場規模別

メンタルヘルス対策に取り組む事業場の割合は、労働者数50人以上の事業場では９割を超えていますが、50

人未満の小規模事業場においては、30～49人の事業場で 72.0%、10～29人の事業場で54.6%となっています。



労働安全衛生法の改正（ストレスチェック実施義務の対象事業場の拡大）
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現行法では、労働者数50人未満の事業場についてはストレスチェックの実施が努力
義務とされているが、これを全ての事業場に義務化する（令和10年４月１日施行）。

※ 小規模事業者が円滑に制度改正に対応できるよう、
・50人未満の事業場に即した、労働者のプライバシーが保護され、現実的で実効
性のある実施体制・実施方法についてのマニュアルを作成

・医師による面接指導の受け皿となる「地域産業保健センター」の体制拡充等の
支援策を講じていく。

改正内容

ストレスチェック 集団分析・職場環境改善

50人以上の事業場 義務 努力義務

50人未満の事業場 努力義務 → 義務 努力義務

【労働安全衛生法】
附則第４条 第13条第１項の事業場以外の事業場についての第66条の10の規定の適用については、当分の間、同条第

１項中「行わなければ」とあるのは、「行うよう努めなければ」とする。 ← 削除

厚労省HP

マニュアル全文



治療と仕事の両立支援とは

病気を抱える労働者の状況

がん等の病気を抱える労働者の中には、職場の理解や支援
体制が十分でなく、就業をあきらめてしまうケースが少なく
ありません。
今後、高齢者の就労の増加等を背景に、どの職場でも病気

を抱えながら仕事をする労働者は増えていきます。

治療と仕事の両立支援とは

大切な人材が病気になっても、治療を受けながら安心して
働き続けられるよう支援するため、本人からの相談に応じ、
適切に対応できる体制・環境を整備し、必要な就業上の調整
や配慮を行う取組です。

両立支援に取り組む意義

労働者の健康確保及び就業継続とともに、社員全体の安心
感やモチベーションの向上による人材の定着、生産性の向上
といった企業の成長につながります。

12



疾病を抱える労働者を取り巻く状況①

資料出所：厚生労働省「国民生活基礎調査」

(万人)

１．入院者は含まない ２．15歳以上の者 ３．就業者数は世帯人員のうち「仕事あり」の者
４．2016年の数値は、熊本県を除いたもの
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何らかの疾病により通院しながら働く労働者の割合は、年々上昇しています。



疾病を抱える労働者を取り巻く状況②

疾病罹患後の就業継続・退職の状況 疾病罹患により退職した主な理由

※１ 過去 5 年間にがん・心疾患・脳血管疾患・肝炎・糖尿病・難病の病気治療を
した者（経過観察含む）

※２「疾病を理由に退職した」「疾病以外の理由で退職した」の合計

就業継続

74.6％

退職
25.4％

※２

※「疾病を理由に退職した」を対象に集計。

18.6 

25.3 

26.5 

28.0 

30.6 

0 10 20 30 40

治療や静養に必要な休みをとる

ことが難しかった

会社や同僚、仕事関係の人々に

迷惑をかけると思った

治療と仕事を両立できるような

就業形態がなかった

治療・療養に専念するため

症状や副作用等のため仕事を続

ける自信がなくなった

（％）

仕事を続ける自信がなくなった

治療や静養に必要な休みをとる
ことが難しかった

治療・療養に専念するため

会社や同僚、仕事関係の人々に
迷惑をかけると思った

両立できる就業形態がなかった

資料出所：労働政策研究・研修機構 調査シリーズNo.241「病気と仕事の両立に関する実態調査（患者WEB調査）」（2024）を労働衛生課にて一部改変
14

疾病を抱える労働者の中には、疾病に対する労働者自身の不十分な理解や職場の理解・支援体制の不足により、

罹患後に早期の離職を余儀なくされ、更には職場復帰や復帰後の就業継続の場面において様々な支障に直面して

いる方も少なくない状況にあると考えられます。



事業主の取組の努力義務化

第八章 治療と就業の両立支援

第二十七条の三 事業主は、疾病、負傷その他の理由により治療を受ける労働者について、

就業によつて疾病又は負傷の症状が増悪すること等を防止し、その治療と就業との両立

を支援するため、当該労働者からの相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整

備その他の必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

２ 厚生労働大臣は、前項に規定する措置に関して、その適切かつ有効な実施を図るため

必要な指針（以下この条において「治療と就業の両立支援指針」という。）を定め、こ

れを公表するものとする。

３ 治療と就業の両立支援指針は、労働安全衛生法（昭和四十七年法律第五十七号）第七

十条の二第一項に規定する指針と調和が保たれたものでなければならない。

４ 厚生労働大臣は、治療と就業の両立支援指針に従い、事業主又はその団体に対し、必

要な指導、援助等を行うことができる。
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労働施策総合推進法等の一部を改正する法律（令和７年法律第63号）により第27条の３を新設

（施行期日：令和８年４月１日）



治療と就業の両立支援指針（概要）

対象労働者： 雇用形態に関わらず全ての労働者
対 象 疾 病： 反復・継続した治療が必要と医師が判断した疾病（国際疾病分類に基づく。負傷を含む。）

労働施策総合推進法第27条の３第２項に基づき、事業主による、治療を受ける労働者の治療と就業の両立を支援
するための措置に関し、その適切かつ有効な実施を図るために必要な事項を定めるもの

趣旨

対象

●本人の申出 ●本人との十分な話合い、上司・同僚の理解 ●個別事例の特性に応じた配慮 ●個人情報の保護

【様式例の活用による、主治医や産業医等と連携した支援フロー】

〇 事業主による基本方針の表明 〇 研修等を通じた意識啓発 〇 相談窓口の明確化、社内の支援体制の整備

〇 両立支援に関する休暇制度・勤務制度の整備 （例：時間単位の有給休暇、病気休暇、時差出勤、テレワーク、短時間勤務 等）

両立支援に当たっての留意事項

個別の両立支援の進め方

両立支援を行うための環境整備

本人記載欄
（勤務情報）

医師記載欄
（意見書）

労働者 主治医事業場

❶ 勤務情報提供書

➋ 主治医意見書

⓪ 両立支援の申出

（人事労務）（産業医等）

勤務情報提供書
の作成支援

❸ 両立支援プラン
の作成

就業継続の可否や就
業上の措置等は、主
治医意見書を基に、
産業医等の意見を踏
まえ、労働者と十分
話し合った上で、事
業主が最終的に決定。 主治医意見書の提出

様式例
「主治医意見書」

様式例
「勤務情報
提供書」

様式例
「両立支援
プラン」

（配慮を受けたいという意思表示）

様式例
「両立支援
カード」
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支援を活用しましょう

厚労省の運営するポータルサ
イト「治療と仕事の両立支援
ナビ」では、

・指針に沿った取組の実践的
ガイダンス

・企業の取組事例
など総合的な情報提供を行っ
ていますので、参考にしてく
ださい。

都道府県産業保健総合支援セ
ンターでは、両立支援の専門
スタッフ（社労士、心理職、
保健師等）が配置されており、
・研修、相談、事業場への訪
問による制度導入支援

・事業主と労働者の間の個別
の両立支援の調整及び両立
支援プランの作成支援

等支援が無料で受けられます。

社内での相談窓口、両立支援
の調整役となる人材を育てま
しょう。

両立支援コーディネーター養
成研修はウェブで無料で受け
ることができますので、人事
労務担当者や産業保健スタッ
フを受講させるといいでしょ
う。

都道府県労働局に設置されて
いる「地域両立支援推進チー
ム」では、自治体や地域の支
援機関等と連携して、
・両立支援のイベントの実施
・事業主等が活用可能な各地
域における支援事業の情報
の提供

等を行っています。

専門スタッフの支援を活用 地域の支援情報

両立支援ナビをチェック 両立支援コーディネーター

研修申込等両立支援ナビ

産保センター
17



岐阜県最低賃金の改定について

18

令和８年10月１日から

時間額

1,121円

前年比

56
ＵＰ

円

最低賃金
特設サイト

業務改善助成

金のご案内



ご清聴ありがとうございました。
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